








2019年度 会計別財務諸表

１　組織概要

##

３　事業の成果

４　財務情報
①損益計算書 （単位:千円）※消費税抜 ②＜参考＞資本的収支計算書 （単位:千円）※消費税込

給水収益

他会計繰入金

負担金

補助金

長期前受金戻入

その他収益

収入 小計(a)

経常収益 小計(a) 建設改良費

営業収益(a')

営業外収益(a'')

人件費

うち時間外勤務手当

委託料

修繕費

動力費・薬品費 企業債償還金

減価償却費 支出 小計(b)

資産減耗費 資本的収支(a)-(b)

企業債利息 損益勘定留保資金

その他費用 各積立金

消費税資本的収支調整額

経常費用 小計 (b)

営業費用(b') 〈注記〉
営業外費用(b'')

③損益計算書の特徴的事項 （単位:千円）

④＜参考＞資本的収支計算書の特徴的事項 （単位:千円）

事業類型 会計別（公営企業）

◆総務課　　　契約、工事検査等に関すること。
◆経営管理課　予算決算等に関すること。
◆浄水課　　　工業用水道事業に関すること。

基本
情報

事業名 工業用水道事業

局名 上下水道局 課名 経営管理課 会計名 工業用水道事業会計

施設の状況 浄水場 1箇所　配水管等布設延長 10,244m

2017年度 2018年度 2019年度 2017年度 2018年度

12 給水量（㎥）

2019年度

事業開始

2018年度 2019年度

502,224

◆経営について、収入の大幅増加は見込めないことから、支出全般にわたりさらなる経費節減に取組むことで、一層の経営健全化に努める必要があります。
◆施設設備について、徹底した予防保全に努めていますが、有形固定資産減価償却率が高いことから、施設の大規模修繕もしくは更新が必要な時期を迎えていま
す。大規模修繕もしくは更新については多額の費用が必要となることから、事業自体の今後のあり方を含め市長部局と協議の上検討する必要があります。

500,169

有収率 99.3% 99.3% 99.5%

給水事業所数（社） 505,448

勘定科目
B-A A

経常収支比率 100.0% 123.6% 102.2% 経常費用に対する経常収益割合 管路経年化率 0.0%

2019年度

0.0% 0.0% 法定耐用年数を超えた管路延長割合

管路延長に対する更新管路延長割合料金回収率

B-A

差額

A B

52,109 52,352

9,372 0 0 0

0 0 0 0

49,963 △ 2,389

収
入

B

差額
勘定科目

2017年度 2018年度 2019年度2017年度 2018年度

0

10,131 9,435 9,444 9

9,372 0 0 0

50 46 33 △ 13

0 00

△ 6071,662 61,833 59,440 △ 2,393 147 74 14

52,109 52,352 49,963 △ 2,389 147 74 14 △ 60機械及び装置購入費

4,829 4,457

経
常
費
用

9,269 8,956 9,350 394

153 36 22 △ 14 △ 1,559 △ 1,549

1,555 6

6,203

19,553 9,481 9,477 △ 4

49 18 98 80

経
常
収
益

22,086 372

20,591 21,289 24,530 3,241

支
出

1,541 66

11,706 11,119 11,081 △ 38 1,559 1,549

6,614 6,731 117 1,412 1,475

11 6 1 △ 5

68 13 △ 55

1,405 1,469 1,473 4 1,352 1,475 1,541

250 187 122 △ 65 補

填

財

源

136

66

250 187 122 △ 65

71,663 50,042 58,138 8,096

71,413 49,855 58,016 8,161

営業利益（損失） (a')-(b') △ 19,304 2,497 △ 8,053 △ 10,550

経常利益（損失） (a)-(b)=(c) △ 1 11,791 1,302 △ 10,489

特別利益 (d） 1 0 0 0

特別損失 (e) 0 1 1 0

当年度純利益（損失） (c)+(f) 0 11,790 1,301 △ 10,489

特別利益（損失） (d)-(e)=(f) 1 △ 1 △ 1 0

決算額の
主な内訳

工業用水道料金 49,963 決算額の
主な内訳

一般会計補助金 0 決算額の
主な内訳

原水及び浄配水費 4,797
総係費 32

勘定科目 給水収益 勘定科目 他会計繰入金 勘定科目 修繕費

勘定科目 勘定科目 勘定科目

主な
増減理由

契約事業所数の減少に伴う減
主な

増減理由

前年度同様に一般会計補助金は皆無
主な

増減理由

原水及び浄配水費（4,492）浄水場機械設
備等修繕の増加に伴う増　など

主な
増減理由

主な
増減理由

主な
増減理由

決算額の
主な内訳

決算額の
主な内訳

決算額の
主な内訳

△ 1,555 △ 6

成果の説明

◆経常収支比率は、経常費用の増加により前年度に比べ21.4％低下しています。
◆料金回収率は、給水収益の減少により前年度に比べ26.3％低下しています。
◆施設利用率は、年度間で増減はあるものの40％台のやや低い施設稼働状況にあります。
◆管路経年化率は、供用開始から28年を経過する状況であり、法定耐用年数を超えた管路がないため0％です。
◆管路更新率は、毎年度更新実績がないため0％です。
●建設改良費は、４財務情報②＜参考＞資本的収支計算書のとおり14千円で、施設の更新等に要した経費はありません。

②＜参考＞資本的収支計算書は、⑦貸借対照表における固定資産取得の動き
を明らかにするために記載しています。

1991年 地方公営企業法適用 1991年

成果指標の定義

２　2018年度末の「事業の成果及び財務分析」を踏まえた課題

498,604 497,726有形固定資産減価償却率 82.3% 82.9% 83.4% 有収水量（㎥） 501,878

成果指標名 2017年度 2018年度 2019年度 成果指標の定義 成果指標名

13 13

2017年度

0.0%0.0% 0.0%

施設利用率 42.6% 42.3% 42.1% 一日給水能力に対する一日平均給水量割合

84.7% 129.0% 102.7% 給水費用に対する給水収益割合 管路更新率

－ 468 －



⑤単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、汚水処理に係る費用である汚水処理費を実績で割って円単位で算出しています。

⑥キャッシュ･フロー計算書 （単位:千円）※消費税抜

⑦貸借対照表 （単位:千円）

⑧貸借対照表の特徴的事項 （単位:千円）

〈注記〉

５　財務構造分析 ６　個別分析
▽損益費用の節別割合 ▽下水道使用料収入と処理戸数の推移

▽事業に関わる人員 （単位:人）

７　総括
①事業の成果及び財務分析
◆事業の成果指標から、おおむね良好な経営状況にあります。
◆①損益計算書について、経常収益が198,428千円増加し、経常費用が211,150千円増加しています。総収支は2019年度に一般会計繰出金に係る繰出基準の見直し
を行ったことから前年度に引き続き98,761千円の当年度純利益を計上しています。純利益については、2020年度の補填財源として使用するため決算認定を経て減
債積立金に積立てます。
◆⑦貸借対照表について、減価償却費が資産増加を上回っているため固定資産が減少し、流動資産は前払金の増加に伴い増加し、負債は企業債の償還に伴い減少
し、資本は一般会計出資金の増加により増加しています。なお、有形固定資産減価償却率は28.2％で上昇傾向にありますが、高い数値ではありません。

②2019年度末の「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題
◆経営について、財政的制約や人口減少・少子高齢化など現在の社会・経済情勢を踏まえ、2019年度に策定した「郡山市上下水道ビジョン」に基づき、下水道使
用料の収納率及び水洗化率向上、国庫補助金の積極的活用による収入確保や長寿命化計画に基づく改築・更新費用の平準化をはじめとする経費の節減合理化、遊
休資産の有効活用などにより経営基盤強化を図り、これまで以上に計画的かつ効果的な事業の展開に努め、引き続き経営の基盤強化に取り組んでいく必要があり
ます。
◆施設設備について、有形固定資産減価償却率及び管渠老朽化率は低いものの、「下水道ストックマネジメント計画」に基づき、施設の計画的な点検・調査、長
寿命化を含めた改築を進め、施設の持続的な機能確保及びライフサイクルコストの低減を図りながら、計画的な更新・修繕を継続していく必要があります。

76.93

2018年度　会計　合計 69.00 0.00 3.00 4.93 76.93

2019年度　会計　合計 67.00 0.00 3.00 5.00 75.00

39.00 39.00 39.00

内
訳

損益勘定職員 28.00 0.00 3.00 5.00 36.00 37.93

資本勘定職員

下水道事業会計における職員の退職手当は一般会計が負担しているため、退職給付引当金を計上していません。
当年度において、下水道使用料及び特定環境保全公共下水道使用料4,502千円を不納欠損処理することとなったため、貸倒引当金4,502千円を取り崩しています。

業務内容 一般 再任用 嘱託 臨時
2019 2018
合計 合計

主な
増減理由

構築物（3,398,747）排水設備の更新等によ
る増、機械及び装置（88,055）機械装置の更
新等による増 など

主な
増減理由

営業未収金（△40,937）、営業外未収金
（370,866）、その他未収金 （△
308,969）他会計繰入金に係る未収金の増
など

主な
増減理由

純利益及び補填財源使用未処分利益剰余
金の増

決算額の
主な内訳

構築物 150,154,767
機械及び装置 13,116,508
工具器具及び備品 15,769 など

決算額の
主な内訳

営業未収金 409,958
営業外未収金 622,900
その他未収金 247,887

決算額の
主な内訳

未処分利益剰余金 293,240

勘定科目 構築物等（取得価格） 勘定科目 未収金 勘定科目 利益剰余金

31,860,020 2,054,220

資産の部合計 133,663,770 134,409,263 745,493 負債及び資本の部合計 133,663,770 134,409,263 745,493

その他流動資産 1 3,692 3,691 資本の部合計 29,805,800

2,796,996 0

前払金 1,371,760 2,265,640 893,880 利益剰余金 247,185 293,240 46,055

貸倒引当金 △ 45,455 △ 52,884 △ 7,429 資本剰余金 2,796,996

31,860,020 2,054,220

未収金 1,259,785 1,280,745 20,960 資本金 26,761,619 28,769,784 2,008,165

現金預金 1,513,685 146,343 △ 1,367,342 資本 29,805,800

39,264,067 1,481,026

流動資産 4,099,776 3,643,536 △ 456,240 負債の部合計 103,857,970 102,549,243 △ 1,308,727

投資その他の資産 8,384 8,384 0 繰延収益（長期前受金） 37,783,041

1,057,426 △ 1,225,996

無形固定資産 6,186,877 6,010,348 △ 176,529

建設仮勘定 223,913 2,048,790 1,824,877 未払金・預り金 2,283,422

構築物等減価償却累計額 △ 41,954,941 △ 45,850,309 △ 3,895,368 賞与引当金 46,746 48,056 1,310

6,411,923 △ 1,459,013

構築物等（取得価格） 159,806,611 163,297,541 3,490,930 企業債 5,540,768 5,306,441 △ 234,327

建物減価償却累計額 △ 775,168 △ 833,135 △ 57,967 流動負債 7,870,936

建物（取得価格） 2,378,631 2,394,421 15,790

土地 3,689,687 3,689,687 0

56,873,253 △ 1,330,740

有形固定資産 123,368,733 124,746,995 1,378,262 企業債 58,203,993 56,873,253 △ 1,330,740

固定資産 129,563,994 130,765,727 1,201,733 固定負債 58,203,993

勘定科目
2018年度 2019年度 差額

勘定科目

収支差額　合計 (a)+(b)+(c)=(d) △ 1,367,342 資金期首残高 (e) 1,513,685 資金期末残高 (d)+(e)=

2018年度 2019年度

146,343

差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ

業務活動収支差額 (a) 958,213 投資活動収支差額 (ｂ) △ 2,713,191 財務活動収支差額 (c) 387,636

業務活動支出 間接法のため未算出 投資活動支出 5,514,191 財務活動支出 5,540,768

180.11 0.33

業務活動収入 間接法のため未算出 投資活動収入 2,801,000 財務活動収入 5,928,404

勘定科目 金額 勘定科目 金額 勘定科目 金額

対前年度 単位あたりコストの増減理由

有収水量１㎥あたりコ
スト（汚水処理原価）

㎥

2019 22,279,885 3,959,194 177.70 △ 1.12 有収水量が減少したものの、汚水処理費のうち維持管理費が減少した

ことにより、1.12円/㎥減少しています。

指標名 単位 年度 実績 汚水処理費 単位あたりコスト

2018 22,312,850 3,989,884 178.82 △ 1.29

2017 22,478,554 4,048,617

3,870,433

3,964,449

3,979,283 3,945,046
3,914,469

97,823戸

105,321戸
105,879戸

106,811戸 107,910戸

90,000戸

92,000戸

94,000戸

96,000戸

98,000戸

100,000戸

102,000戸

104,000戸

106,000戸

108,000戸

110,000戸

3,300,000

3,400,000

3,500,000

3,600,000

3,700,000

3,800,000

3,900,000

4,000,000

2010年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

単位:千円

下水道使用料収入 処理戸数

2.9%

人件費

3.2%

人件費

3.1%

人件費

4.3%

委託料

4.1%

委託料

3.7%

委託料

1.4%

修繕費

1.5%

修繕費

1.4%

修繕費

22.2%

流域下水道負担金

19.8%

流域下水道負担金

21.5%

流域下水道負担金

13.3%

企業債利息

14.9%

企業債利息

15.7%

企業債利息

50.8%

減価償却費

52.1%

減価償却費

50.0%

減価償却費

5.1%

その他

4.4%

その他

4.6%

その他

2019

年度

2018

年度

2017

年度

－ 471 －




